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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第21期中、第21期、第22期中および第22期は、１

株当たり中間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。第23期中は、潜在株式が存在します

が、希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

３ 第22期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,591,522 2,289,249 2,704,632 5,364,866 4,744,067

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △204,702 △209,169 253,750 △421,339 △433,740

中間純利益又は中間
（当期）純損失(△)

(千円) △277,030 △335,266 249,065 △519,139 △936,334

純資産額 (千円) 2,851,773 2,235,338 1,896,163 2,572,355 1,637,387

総資産額 (千円) 9,171,897 7,638,812 6,213,864 8,389,550 6,935,977

１株当たり純資産額 (円) 20,713.05 16,235.75 13,772.25 18,683.58 11,892.71

１株当たり中間純利益
又は中間（当期）純損
失(△)

(円) △2,012.13 △2,435.11 1,809.02 △3,770.62 △6,800.81

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 31.1 29.3 30.5 30.7 23.6

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 124,939 15,859 417,399 750,908 234,760

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △224,089 △210,070 △108,042 △383,677 △497,828

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 263,045 △385,271 △293,132 △122,447 △838,454

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高

(千円) 2,159,821 1,651,147 1,148,659 2,231,872 1,130,071

従業員数 (名) 109 134 125 109 129



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、第21期中、第21期、第22期中および第22期は、１

株当たり中間(当期)純損失が計上されているため記載しておりません。第23期中は、潜在株式が存在します

が、希薄化効果を有しないため記載しておりません。 

３ 第22期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会

計基準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

  

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日

自 平成19年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ９月30日

自 平成17年 
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成19年 
  ３月31日

売上高 (千円) 2,492,288 2,139,424 2,554,649 5,141,479 4,450,380

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) △95,741 △117,345 314,471 △194,899 △223,244

中間純利益又は中間
（当期）純損失(△)

(千円) △185,537 △245,093 309,842 △681,007 △972,229

資本金 (千円) 1,951,750 1,951,750 1,951,750 1,951,750 1,951,750

発行済株式総数 (株) 138,300 138,300 138,300 138,300 138,300

純資産額 (千円) 3,229,809 2,461,710 2,044,417 2,706,803 1,734,574

総資産額 (千円) 9,364,764 7,643,852 6,085,667 8,311,269 6,811,780

１株当たり純資産額 (円) 23,458.81 17,879.94 14,849.05 19,660.11 12,598.60

１株当たり中間純利益
又は中間（当期）純損
失(△)

(円) △1,347.60 △1,780.17 2,250.46 △4,946.30 △7,061.51

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) 200 ― ― 200 ―

自己資本比率 (％) 34.5 32.2 33.6 32.6 25.5

従業員数 (名) 78 93 89 74 91



２ 【事業の内容】   

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営んでいる事業の内容

に重要な変化はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社における状況 

平成19年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員を記載しております。 

２ 全社(共通)は、親会社管理部門の人員を記載しております。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成19年９月30日現在の従業員数(就業人員数)は89名であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

検査機システム事業 52

創造エンジニアリング事業 45

メディアネット事業 18

全社(共通) 10

合計 125



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間における我が国経済は、米国のサブプライムローン問題や原油高騰といった先行

きの不透明材料が懸念されましたが、企業収益への影響は一部にとどまり、景気は概ね堅調に推移しま

した。 

 液晶を始めとするフラットパネルディスプレイ（FPD）の分野では、主要パネルメーカーが積極的に

技術革新に取り組む中、市場は引き続き緩やかに拡大しております。 

 このような経済情勢の中、当社グループは検査機システムを中心に受注の確保と、収益性の改善を目

標に事業活動を展開してまいりました。その結果、当中間連結会計期間の売上高は、2,704百万円（前

年同期比18.1％増）と増加いたしました。利益につきましては、経常利益は253百万円（前年同期は経

常損失209百万円）、中間純利益は249百万円（前年同期は中間純損失335百万円）となりました。  

  

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。 

(検査機システム事業) 

検査機システム事業では、主要FPDメーカーにおいて設備投資の動きが回復しつつありますが、同業

他社との競合が厳しい中、当社グループは主力製品「LOOCS」を中心に積極的な営業活動を行いまし

た。海外市場において中国向けの売上が増加するなど、当初計画に比べ上期に売上が集中したことか

ら、同事業の売上高は2,402百万円（前年同期比28.7％増）となりました。採算を重視した営業戦略と

コスト管理の徹底から、相対的に利益率の高い製品構成となった結果、営業利益は598百万円（前年同

期比118.3％増）となりました。 

  

(創造エンジニアリング事業) 

創造エンジニアリング事業では、２次元と３次元を融合したCAD/CAMソフトウェア「KEYCREATOR」を

国内外で販売いたしました。南米など海外での営業展開の強化と経費削減に取り組み、事業の採算確保

に努めましたが、子会社の業績が計画を下回り、同事業の売上高は231百万円（前年同期比9.1％減）に

とどまりました。前年同期に比べ損失は減少したものの、営業損失は81百万円（前年同期は営業損失

247百万円）と事業の黒字化には至りませんでした。  

  

(メディアネット事業) 

メディアネット事業では、リアルタイムの動画配信を可能とする映像配信伝送装置M2castソリューシ

ョンシステムの販売とRVisionシステムを更に展開する大型壁面ディスプレイなどのディスプレイ事業

を展開いたしました。同事業の売上高は70百万円（前年同期比57.9％減）にとどまり、減収と固定費の

負担から営業損失は143百万円（前年同期は営業損失81百万円）となりました。  

  



(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度末に比

べて18百万円増加し、1,148百万円（前年同期比30.4％減）となりました。 

  

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

営業活動の結果取得した資金は、417百万円（前年同期は15百万円）となりました。 

 これは主に、売上債権の減少483百万円、たな卸資産の減少318百万円及び税金等調整前中間純利益

253百万円の計上による資金増加と、仕入債務の減少681百万円による資金減少によるものです。  

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 

投資活動の結果使用した資金は、108百万円（前年同期比48.6％減）となりました。 

 これは主に投資有価証券の償還による収入50百万円による資金増加と無形固定資産の取得140百万円

及び有形固定資産の取得による支出17百万円による資金減少によるものです。  

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

財務活動の結果使用した資金は、293百万円（前年同期比23.9％減）となりました。 

 これは主に短期借入金の純増加額100百万円及び長期借入金の借入による収入200百万円による資金増

加と長期借入金の返済による支出593百万円による資金減少によるものです。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

  

 
(注) １ 金額は、販売価額によっております。 

２ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 創造エンジニアリング事業およびメディアネット事業の一部につきましては、見込生産を行っているため受

注実績はありません。 

  

(3) 販売実績 
  

 
(注) １ 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

  

 
２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(千円) 前年同期比(％)

検査機システム事業 2,072,718 ＋6.6

創造エンジニアリング事業 237,319 △12.8

メディアネット事業 93,441 △56.6

合計 2,403,478 △1.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

検査機システム事業 1,001,757 △40.6 1,078,800 △66.3

メディアネット事業 ― ― ― △100.0

合計 1,001,757 △40.6 1,078,800 △66.5

事業の種類別セグメントの名称 販売高(千円) 前年同期比(％)

検査機システム事業 2,402,957 +28.7

創造エンジニアリング事業 231,025 △9.1

メディアネット事業 70,649 △57.9

合計 2,704,632 +18.1

相手先

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

上海天馬微電子有限公司 ― ― 756,000 28.0

日本サムスン株式会社 343,000 15.0 686,500 25.4

株式会社ウインテック 770,323 33.6 656,990 24.3



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループは、「技術は人のために」という理念の下、顧客の潜在的ニーズを製品化して提案する、

市場創造型の企業たることを基本としてまいりました。そのため積極的な研究開発投資を行い、常に先端

的技術の蓄積と製品系列の開発活動に取り組んでおります。 

当社グループは、創業以来研究開発を最優先としており、当中間連結会計期間における研究開発費は、

50,750千円であり、各事業の研究開発の状況は次のとおりであります。 

  

〈検査機システム事業〉 

高速・高精細外観検査装置の開発  

当中間連結会計期間は、OPTICS NEW-G向け高速・高精細カメラの開発を行いました。検査機システ

ム事業の研究開発費の金額は2,114千円であります。  

  

〈創造エンジニアリング事業〉 

CAC(Computer Assisted Creation:創造支援）システムの開発  

当中間連結会計期間は、新機能を搭載した「KEY CREATOR」の新バージョンを開発いたしました。創

造エンジニアリング事業の研究開発費の金額は17,114千円であります。  

  

〈メディアネット事業〉 

IPネットワーク映像配信システムの開発 

当中間連結会計期間は、ハイビジョン対応のリアルタイム映像伝送装置を開発いたしました。メディ

アネット事業の研究開発費の金額は31,522千円であります。  

  

  

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。また、 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

  

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日から半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された

株式数は含まれておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

① 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 400,000

計 400,000

種類
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年12月20日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 138,300 138,300
東京証券取引所
(市場第一部)

―

計 138,300 138,300 ― ―

株主総会の特別決議日(平成16年６月24日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)  1,140 (注)１ 1,135

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,140 1,135

新株予約権の行使時の払込金額(円) 155,400 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成18年７月１日～
平成21年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 155,400
資本組入額 77,700

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入れは認め
ない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は普通株式１株であります。 

２ 新株予約権発行日以降に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行

い完全親会社となる場合、または、当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行

うことができる。 

３ (1)対象者は、権利行使時においても、当社または当社子会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあるこ

とを要する。 

ただし、任期満了により退任した取締役、監査役及び定年により退職した従業員は、権利行使期間を限

度として退任または退職の日から２年間に限り本新株予約権を行使できる。 

対象者が自己の都合により退任または退職した場合において、当社に対する過去の貢献に鑑み、取締役

会が新株予約権の継続保有を相当と認めた場合には、権利を喪失しないものとし、権利行使期間あるい

は退任または退職の日から２年間を限度として、取締役会で決定した期間に限り権利を行使できるもの

とする。 

  (2)新株予約権の返還事由 

次の場合には、対象者は新株予約権を、当社に対して無償で返還するものとする。ただし、当社に対

する過去の貢献に鑑み、取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認めた場合にはこの限りではな

い。 

① 対象者が、自己の都合により当社または関係会社の取締役、監査役もしくは従業員でなくなった

場合 

② 対象者が、当社の取締役会により、合理的に定められる客観的指標に基づき期待された貢献をし

ていないものと当社取締役会が判断した場合 

③ 対象者が、その在籍する当社または関係会社の就業規則に定める懲戒の事由に該当する場合 

④ 対象者が、当社または関係会社の取締役または監査役の地位を解任された場合 

⑤ 対象者が、禁固刑以上の刑に処せられた場合 

⑥ 対象者が、当社または関係会社以外の会社の役職員に就任または就職した場合（書面により当社

の承諾を事前に得た場合を除く。） 

⑦ 新株予約権を第三者に対して譲渡、質入れその他の処分をした場合 

⑧ 対象者が放棄を申し出た場合、放棄する旨申し出た対象者は以降新株予約権の行使を認めない 

  (3)対象者が死亡したときは、同人の相続人が新株予約権を相続することはできない。 

  (4)対象者は、各新株予約権を分割して行使することができない。 

  (5)対象者は、権利行使期間のいずれの年においても、割当てられた新株予約権の行使によって発行または

移転される株式の行使価額の合計額が、その年において既に為した当社または他社の新株予約権または

新株引受権もしくは株式譲渡請求権の行使によって発行または移転される株式の行使価額または譲渡価

額と合計して、年間（１月１日から12月31日まで）1,200万円を超えることとなる場合には、新株予約権

を行使することができない。 

  (6)新株予約権の譲渡、質入など担保権の設定その他の処分はできない。 

② 平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21に基づく新株予約権 

株主総会の特別決議日(平成17年６月24日)

中間会計期間末現在
(平成19年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日)

新株予約権の数(個)  1,185 (注)１ 1,180

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ― 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,185 1,180

新株予約権の行使時の払込金額(円) 110,250 (注)２ 同左

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格 110,250
資本組入額 55,125

同左

新株予約権の行使の条件 (注)３ 同左

新株予約権の譲渡に関する事項
権利の譲渡及び質入れは認め
ない。

同左

代用払込みに関する事項 ― ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に 
関する事項

― ―



(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は１株であります。 

２ 新株予約権発行日以降に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行う場合、当社が他社と株式交換を行

い完全親会社となる場合、または、当社が会社の分割を行う場合、当社は必要と認める行使価額の調整を行

うことができる。 

３ (1)対象者は、権利行使時においても、当社または関係会社の取締役、監査役及び従業員の地位にあること

を要する。 

ただし、任期満了により退任した取締役、監査役及び定年により退職した従業員は、権利行使期間を限

度として退任または退職の日から２年間に限り本新株予約権を行使できる。 

対象者が自己の都合により退任または退職した場合において、当社に対する過去の貢献に鑑み、取締役

会が新株予約権の継続保有を相当と認めた場合には、権利を喪失しないものとし、権利行使期間あるい

は退任または退職の日から２年間を限度として、取締役会で決定した期間に限り権利を行使できるもの

とする。 

(2)新株予約権の返還事由 

次の場合には、対象者は新株予約権を、当社に対して無償で返還するものとする。ただし、当社に対

する過去の貢献に鑑み、取締役会が新株予約権の継続保有を相当と認めた場合にはこの限りではな

い。 

① 対象者が、自己の都合により当社または関係会社の取締役、監査役もしくは従業員でなくなった

場合 

② 対象者が、当社の取締役会により、合理的に定められる客観的指標に基づき期待された貢献をし

ていないものと当社取締役会が判断した場合 

③ 対象者が、その在籍する当社または関係会社の就業規則に定める懲戒の事由に該当する場合 

④ 対象者が、当社または関係会社の取締役または監査役の地位を解任された場合 

⑤ 対象者が、禁固刑以上の刑に処せられた場合 

⑥ 対象者が、当社または関係会社以外の会社の役職員に就任もしくは就職した場合（書面により当

社の承諾を事前に得た場合を除く。） 

⑦ 新株予約権を、第三者に対して譲渡、質入れその他の処分をした場合 

⑧ 対象者が、放棄を申し出た場合 

(3)対象者が死亡したときは、同人の相続人が新株予約権を相続することはできない。 

(4)対象者は、新株予約権を譲渡し、またはこれに担保権を設定することができない。 

(5)対象者は、新株予約権の保有及び行使ならびに行使により取得した当社株式の売却その他の処分につい

ての一切の租税公課を負担しなければならない。 

(6)対象者は、権利行使期間のいずれの年においても、割当てられた新株予約権の行使によって発行または

移転される株式の行使価額の合計額が、その年において既に為した当社または他社の新株予約権または

新株引受権もしくは株式譲渡請求権の行使によって発行または移転される株式の行使価額または譲渡価

額と合計して、年間（１月１日から12月31日まで）1,200万円を超えることとなる場合には、新株予約権

を行使することができない。 

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

 
(注) 平成19年6月22日開催の定時株主総会における決議に基づく欠損填補のための資本準備金の取り崩しでありま

す。 

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成19年６月22日(注) ― 138,300 ― 1,951,750 △743,750 ―



(5) 【大株主の状況】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 日本マスタートラスト信託銀行株式会社の所有株式は、信託業務に係るものであります。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)
発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

久 保 哲 夫 大阪府大阪市淀川区 27,783 20.09

久 保 美津子 大阪府大阪市淀川区 14,000 10.12

久 保   元 大阪府大阪市淀川区 14,000 10.12

久 保 宜 子 大阪府大阪市淀川区 14,000 10.12

久 保 典 子 大阪府大阪市淀川区 14,000 10.12

久 保 朋 子 大阪府大阪市淀川区 14,000 10.12

久 保 成 一 京都府京都市東山区 1,500 1.08

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11－３ 980 0.70

ドイチェ バンク アーゲー 
ロンドン ビービー ファーム 
アカウント 614
（常任代理人 ドイツ証券株式
会社）

TAUNUSANLAGE 12,D-60325 FRANKFURT AM 
MAIN,FEDERAL REPUBLIC OF GERMANY 
（東京都千代田区永田町２丁目11-１山
王パークタワー）

927 0.67

久 保   仁 京都府京都市東山区 750 0.54

計 ― 101,940 73.71



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成19年９月30日現在 

 
(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1株（議決権1個）が含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 

平成19年９月30日現在 

 
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式 620

― ―

完全議決権株式(その他)  
普通株式 137,680 137,680 ―

発行済株式総数 138,300 ― ―

総株主の議決権 ― 137,680 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

（自己保有株式） 
クボテック株式会社

大阪市北区中之島４丁目３
番36号玉江橋ビル内

620 ― 620 0.4

計 ― 620 ― 620 0.4

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 37,250 34,800 36,700 125,000 98,000 81,000

最低(円) 32,150 32,600 33,200 35,700 59,000 55,400



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11

年大蔵省令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間連結財務

諸表規則に基づき、当中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中

間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵

省令第38号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は、改正前の中間財務諸表等規

則に基づき、当中間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)は、改正後の中間財務諸表

等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表について、並びに、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結

会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間連結財務諸表、及び当中間会計期間(平成

19年４月１日から平成19年９月30日まで)の中間財務諸表について、新日本監査法人の中間監査を受けて

おります。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,715,256 1,210,562 1,193,079

 ２ 受取手形及び売掛金 ※1 1,787,755 1,516,030 2,002,224

 ３ 有価証券 18,212 20,498 19,314

 ４ たな卸資産 1,293,864 965,569 1,283,763

 ５ その他 163,491 135,060 73,170

   貸倒引当金 △17,912 △45,645 △51,318

   流動資産合計 4,960,669 64.9 3,802,076 61.2 4,520,233 65.2

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 1,022,370 1,022,370 1,022,370

    減価償却累計額 327,258 369,861 350,055

695,112 652,509 672,314

  (2) 工具器具備品 ― 977,404 975,234

    減価償却累計額 ― 657,966 591,988

― 319,438 383,246

  (3) 土地 1,117,578 1,117,578 1,117,578

  (4) その他 902,757 61,860 61,775

    減価償却累計額 583,774 48,587 46,802

318,983 13,273 14,972

    有形固定資産合計 2,131,674 27.9 2,102,798 33.8 2,188,111 31.5

 ２ 無形固定資産

  （1) のれん 119,082 ― ―

  (2) その他 307,691 242,682 112,038

    無形固定資産合計 426,773 5.6 242,682 3.9 112,038 1.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) その他 119,695 66,306 117,862

    貸倒引当金 ― ― △2,268

    投資その他の資産 
    合計

119,695 1.6 66,306 1.1 115,594 1.7

   固定資産合計 2,678,143 35.1 2,411,788 38.8 2,415,743 34.8

   資産合計 7,638,812 100.0 6,213,864 100.0 6,935,977 100.0



前中間連結会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末

(平成19年９月30日)

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形及び買掛金 ※1 1,081,377 682,659 1,364,684

 ２ 短期借入金 3,446,000 2,887,000 3,094,000

 ３ その他 ※1 363,890 405,019 424,604

   流動負債合計 4,891,267 64.0 3,974,678 64.0 4,883,288 70.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 471,000 284,000 370,000

 ２ 退職給付引当金 35,679 53,137 39,581

 ３ その他 5,526 5,885 5,719

   固定負債合計 512,206 6.7 343,022 5.5 415,300 6.0

   負債合計 5,403,473 70.7 4,317,701 69.5 5,298,589 76.4

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,951,750 25.6 1,951,750 31.4 1,951,750 28.2

 ２ 資本剰余金 743,750 9.7 ― ― 743,750 10.7

 ３ 利益剰余金 △347,179 △4.5 44,567 0.7 △948,248 △13.7

 ４ 自己株式 △81,658 △1.1 △81,658 △1.3 △81,658 △1.2

   株主資本合計 2,266,662 29.7 1,914,659 30.8 1,665,593 24.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券 
   評価差額金

61 0.0 745 0.0 438 0.0

 ２ 為替換算調整勘定 △31,386 △0.4 △19,242 △0.3 △28,644 △0.4

   評価・換算差額等 
   合計

△31,324 △0.4 △18,496 △0.3 △28,206 △0.4

   純資産合計 2,235,338 29.3 1,896,163 30.5 1,637,387 23.6

   負債純資産合計 7,638,812 100.0 6,213,864 100.0 6,935,977 100.0



② 【中間連結損益計算書】 

  

 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,289,249 100.0 2,704,632 100.0 4,744,067 100.0

Ⅱ 売上原価 1,708,895 74.6 1,737,497 64.2 3,575,873 75.4

   売上総利益 580,353 25.4 967,135 35.8 1,168,194 24.6

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 784,118 34.3 706,741 26.2 1,584,320 33.4

   営業利益又は 
   営業損失（△）

△203,764 △8.9 260,393 9.6 △416,125 △8.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 1,681 3,597 1,973

 ２ 受取配当金 397 511 899

 ３ 受取賃貸料 5,194 5,158 10,512

 ４ 受取修繕費 ― 2,704 ―

 ５ 為替差益 1,459 ― 2,108

 ６ その他 1,940 10,671 0.5 1,354 13,326 0.5 2,994 18,487 0.4

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 16,076 18,292 36,102

 ２ 為替差損 ― 16,076 0.7 1,676 19,969 0.7 ― 36,102 0.7

   経常利益又は 
   経常損失（△）

△209,169 △9.1 253,750 9.4 △433,740 △9.1

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金 
   戻入益

1,703 1,703 0.0 ― ― ― ― ― ―

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 35 132 5,712

 ２ 減損損失 ※３ ― ― 300,399

 ３ 貸倒引当金繰入額 ― ― 16,400

 ４ 賃借契約解約損 ― 35 0.0 ― 132 0.0 25,333 347,845 7.4

 税金等調整前中間純利益 
 又は税金等調整前中間 
 （当期）純損失（△）

△207,501 △9.1 253,618 9.4 △781,585 △16.5

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,738 4,552 7,493

   法人税等調整額 125,025 127,764 5.5 ― 4,552 0.2 147,255 154,749 3.2

 中間純利益又は中間 
 （当期)純損失（△）

△335,266 △14.6 249,065 9.2 △936,334 △19.7



③ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 △11,913 △81,658 2,601,928

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △335,266 △335,266

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) ― ― △335,266 ― △335,266

平成18年９月30日残高(千円) 1,951,750 743,750 △347,179 △81,658 2,266,662

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― △29,573 △29,573 2,572,355

中間連結会計期間中の変動額

 中間純損失 △335,266

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

61 △1,812 △1,750 △1,750

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 61 △1,812 △1,750 △337,017

平成18年９月30日残高(千円) 61 △31,386 △31,324 2,235,338

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 △948,248 △81,658 1,665,593

中間連結会計期間中の変動額

 欠損填補のための資本準備金の取崩 △743,750 743,750 ―

 中間純利益 249,065 249,065

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) ― △743,750 992,815 ― 249,065

平成19年９月30日残高(千円) 1,951,750 ― 44,567 △81,658 1,914,659

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券 

評価差額金
為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成19年３月31日残高(千円) 438 △28,644 △28,206 1,637,387

中間連結会計期間中の変動額

  欠損填補のための資本準備金の取崩 ―

 中間純利益 249,065

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)

307 9,401 9,709 9,709

中間連結会計期間中の変動額合計(千円) 307 9,401 9,709 258,775

平成19年９月30日残高(千円) 745 △19,242 △18,496 1,896,163



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 △11,913 △81,658 2,601,928

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 △936,334 △936,334

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計(千円) ― ― △936,334 ― △936,334

平成19年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 △948,248 △81,658 1,665,593

評価・換算差額等

純資産合計
その他有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) ― △29,573 △29,573 2,572,355

連結会計年度中の変動額

 当期純損失 △936,334

 株主資本以外の項目の連結 
 会計年度中の変動額(純額)

438 928 1,367 1,367

連結会計年度中の変動額合計(千円) 438 928 1,367 △934,967

平成19年３月31日残高(千円) 438 △28,644 △28,206 1,637,387



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー
 １ 税金等調整前中間純利益 
    又は税金等調整前中間 
   （当期）純損失（△）

△207,501 253,618 △781,585

 ２ 減価償却費 227,475 99,463 442,396

 ３ のれん償却額 38,683 ― 77,366

 ４ 減損損失 ― ― 300,399

 ５ 貸倒引当金の増減額 
   （減少：△）

△2,703 △7,501 32,921

 ６ 退職給付引当金の増加額  5,400 13,556 9,301

 ７ 受取利息及び受取配当金 △2,078 △4,109 △2,872

 ８ 支払利息 16,076 18,292 36,102

 ９ 為替差損（差益：△） △5,932 △2,363 278

 10 有形固定資産除却損 35 132 5,712

 11 売上債権の増減額 
   （増加：△）

58,445 483,779 △151,037

 12 たな卸資産の増減額 
   （増加：△）

△114,814 318,055 △103,222

 13 未収消費税等の減少額 34,082 ― 50,966

 14 仕入債務の増減額 
   （減少：△）

57,628 △681,607 337,444

 15 未払消費税等の増加額   ― 1,130 ―

 16 前受金の増減額 
   （減少：△）

△43,516 59,918 △59,051

 17 前払費用の増減額 
   （増加：△）

△49,878 △52,676 11,623

 18 その他 17,496 △56,513 64,549

    小計 28,897 443,174 271,292

 19 利息及び配当金の受取額 2,078 4,109 2,872

 20 利息の支払額 △12,377 △22,030 △34,597

 21 法人税等の支払額 △2,738 △7,853 △4,807

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

15,859 417,399 234,760



 
  

前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度の
要約連結キャッシュ・

フロー計算書
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入による支出 △9 △79 △9

 ２ 投資有価証券の償還による 
   収入

― 50,000 ―

 ３ 有形固定資産の取得による 
   支出

△76,720 △17,531 △219,185

 ４ 無形固定資産の取得による 
   支出

△137,839 ― △283,397

 ５ 販売目的ソフトウェアの 
   製作による支出

― △140,820 ―

 ６ その他投資に関する収支 4,500 389 4,764

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△210,070 △108,042 △497,828

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の純増減額 
   （減少：△）       

― 100,000 △500,000

 ２ 長期借入金の借入による 
   収入

― 200,000 400,000

 ３ 長期借入金の返済による 
   支出

△385,000 △593,000 △738,000

 ４ 配当金の支払額 △271 △132 △454

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△385,271 △293,132 △838,454

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額

△1,243 2,363 △278

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額 
   （減少：△）

△580,725 18,587 △1,101,801

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高

2,231,872 1,130,071 2,231,872

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高

1,651,147 1,148,659 1,130,071



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

 

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

1. 連結の範囲に関する事項 連結子会社の数  2社

連結子会社の名称

Kubotek USA, Inc.

Numerical Technologies

International, Inc.

連結子会社の数   同左 

連結子会社の名称 

  同左

連結子会社の数  同左 

連結子会社の名称

 同左

非連結子会社名

株式会社シー・エス・シー

KUBOTEK Europe srl

非連結子会社名

 同左 

非連結子会社名

 同左

 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益及び利益剰

余金（持分に見合う額）等は、

いずれも中間連結財務諸表に及

ぼす影響額が軽微であるため、

連結の範囲から除外しておりま

す。

 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、

売上高、中間純損益(持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも中

間連結財務諸表に及ぼす影響額

が軽微であるため、連結の範囲

から除外しております。

 

 (連結の範囲から除いた理由)

非連結子会社2社は、いずれも

小規模であり、合計の総資産、

売上高、当期純損益(持分に見

合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連

結財務諸表に及ぼす影響額が軽

微であるため、連結の範囲から

除外しております。

2. 持分法の適用に関する事

項

持分法を適用しない非連結子会社

名

株式会社シー・エス・シー

KUBOTEK Europe srl

 (持分法を適用しなかった理由)

持分法を適用しない非連結子会

社2社は、それぞれ中間純損益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法の

適用から除外しております。

持分法を適用しない非連結子会社

名

 同左

 (持分法を適用しなかった理由)

持分法を適用しない非連結子会

社2社は、それぞれ中間純損益

(持分に見合う額）及び利益剰

余金(持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。

 

持分法を適用しない非連結子会社

名

 同左

 (持分法を適用しなかった理由)

持分法を適用しない非連結子会

社2社は、それぞれ当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰

余金（持分に見合う額）等に及

ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、

持分法の適用から除外しており

ます。

3. 連結子会社の中間決算日

等に関する事項

Kubotek USA, Inc. 及び 

Numerical Technologies  

International,Inc.の中間決算日

は、6月30日であります。中間連

結財務諸表の作成に当たっては、

同決算日現在の中間財務諸表を使

用し、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連結

上必要な調整を行っております。

  同左 Kubotek USA, Inc. 及び 

Numerical Technologies  

International,Inc.の決算日は、

12月31日であります。連結財務諸

表の作成に当たっては、同決算日

現在の財務諸表を使用し、連結決

算日との間に生じた重要な取引に

ついては、連結上必要な調整を行

っております。

4. 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券

(1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法

 ① 有価証券

   その他有価証券

    時価のあるもの     

    ……中間決算期末日の市

場価格等に基づく時

価法(評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は移動平均法により

算定)

    時価のあるもの     

同左

    時価のあるもの

    ……決算期末日の市場価

格等に基づく時価法

(評価差額は全部純

資産直入法により処

理し、売却原価は移

動平均法により算

定)

    時価のないもの

    ……移動平均法による原

価法

    時価のないもの

同左

    時価のないもの

同左

 ② たな卸資産

   製品及び原材料

   ……主として総平均法によ

る原価法

 ② たな卸資産

   製品及び原材料

同左

 ② たな卸資産

   製品及び原材料

同左

   仕掛品

   ……個別法による原価法

   仕掛品

同左

   仕掛品

同左



項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

主として定率法を採用して

おります。

ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附

属設備は除く）について

は、定額法を採用しており

ます。

なお、主な耐用年数は以下

のとおりであります。

建物及び 
構築物

8～50年

工具器具備品 2～14年

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 

(2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産 

   のれん

５年間で均等償却してお

ります。

 ② 無形固定資産

―――
   

    

 ② 無形固定資産 

   のれん

５年間で均等償却してお

ります。

   ソフトウェア

市場販売目的のパッケー

ジソフトウェア制作費に

ついては、見込販売数量

に基づく償却額と見込販

売可能期間(３年)に基づ

く定額償却額のいずれか

大きい額により償却して

おります。

自社利用ソフトウェアに

ついては、社内における

利用可能期間(主に５年)

に基づく定額法により償

却しております。

   ソフトウェア

同左

   ソフトウェア

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上する方法によって

おります。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生して

いると認められる額を計上

しております。

なお、退職給付債務は簡便

法に基づき計算しておりま

す。

 ② 退職給付引当金

同左

 ② 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末に

おける退職給付債務の見込

額に基づき、当連結会計年

度末において発生している

と認められる額を計上して

おります。

なお、退職給付債務は簡便

法に基づき計算しておりま

す。



 
  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建資産または

負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務について

は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理し

ております。 

なお、在外子会社の資産及び

負債、収益及び費用は、在外

子会社の中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

換算差額については、純資産

の部における為替換算調整勘

定に含めております。

(4) 中間連結財務諸表の作成の基

礎となった連結会社の中間財

務諸表の作成に当たって採用

した重要な外貨建資産または

負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務について

は、中間連結決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処理し

ております。 

なお、在外連結子会社の資産

及び負債、収益及び費用は、

在外連結子会社の中間決算日

の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額について

は、純資産の部における為替

換算調整勘定に含めておりま

す。

(4) 連結財務諸表の作成の基礎と

なった連結会社の財務諸表の

作成に当たって採用した重要

な外貨建資産または負債の本

邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務について

は、連結決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理してお

ります。

なお、在外連結子会社の資産

及び負債、収益及び費用は、

在外連結子会社の決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額については、純

資産の部における為替換算調

整勘定に含めております。

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

税抜方式を採用しておりま

す。

(5) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

(5) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項

  消費税等の会計処理

同左

5. 中間連結キャッシュ・フ

ロー計算書(連結キャッ

シュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲

中間連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金同

等物)は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。

同左 連結キャッシュ・フロー計算書に

おける資金(現金及び現金同等物)

は、手許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら３ヶ月以内に償還期限の到来す

る短期投資からなっております。



会計処理の変更 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等） 

当中間連結会計期間から「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指

針第８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は2,235,338千円であります。 

中間連結財務諸表規則の改正により、当

中間連結会計期間における中間連結財務

諸表は、改正後の中間連結財務諸表規則

により作成しております。 

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等） 

当連結会計年度から「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」（企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企

業会計基準第５号）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」（企業会計基準委員会 平成

17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

なお、従来の「資本の部」の合計に相当

する金額は1,637,387千円であります。 

連結財務諸表規則の改正により、当連結

会計年度における連結財務諸表は、改正

後の連結財務諸表規則により作成してお

ります。 

――― （有形固定資産の減価償却の方法の変更） 

法人税法の改正（（所得税法等の一部を

改正する法律 平成19年３月30日法律

第６号）及び（法人税法施行令の一部を

改正する政令 平成19年３月30日 政令

第83号））に伴い、当中間連結会計期間

から、平成19年４月１日以降に当社が取

得したものについては、改正後の法人税

法に基づく方法に変更しております。 

当該変更に伴う損益に与える影響は、軽

微であります。

―――



表示方法の変更 

  

 
  

注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

(中間連結貸借対照表) 

当中間連結会計期間末より、改正後の中間

連結財務諸表規則に基づき、「連結調整勘

定」および「営業権」を「のれん」として

表示しております。 

なお、前中間連結会計期間末において、

「営業権」は、中間連結貸借対照表の無形

固定資産「その他」に178,252千円含まれ

ております。

(中間連結貸借対照表)

前中間連結会計期間末において、有形固

定資産の「その他」に含めて表示してお

りました「工具器具備品」（前中間連結

会計期間末取得価額840,973千円、減価償

却累計額538,952千円、帳簿価額302,020

千円）については、資産総額の100分５を

超えたため、当中間連結会計期間末より

区分掲記しております。

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

当中間連結会計期間より、「連結調整勘定

償却額」および「営業権償却費」を、「の

れん償却額」として表示しております。 

なお、前中間連結会計期間において、「営

業権償却費」は営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「減価償却費」に35,650千円

含まれております。 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書)

前中間連結会計期間において、投資活動に

よるキャッシュ・フローの「無形固定資産

の取得による支出」に含めていた「販売目

的ソフトウェアの製作による支出」につい

ては、表示の明瞭性を高める観点から、当

中間連結会計期間より、区分掲記しており

ます。

なお、前中間連結会計期間において、

「販売目的ソフトウェアの製作による支

出」は投資活動によるキャッシュ・フロ

ーの「無形固定資産の取得による支出」

に137,217千円含まれております。

前中間連結会計期間末
(平成18年９月30日)

当中間連結会計期間末
(平成19年９月30日)

前連結会計年度末
(平成19年３月31日)

 

※１ 中間連結会計期間末日満期手

形の会計処理については、手

形交換日をもって決済処理し

ております。

    なお、当中間連結会計期間末

日が金融機関の休日であった

ため、次の中間連結会計期間

末日満期手形が、中間連結会

計期間末日残高に含まれてお

ります。

 受取手形 896千円

 支払手形 207,045
 

※１  同左

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 支払手形 323,045千円

 

 

※１ 連結会計年度末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。

    なお、当連結会計年度末日が

金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満

期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

 

 受取手形 11,190千円

 支払手形 290,028

 設備支払手形 882

    設備支払手形は、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。



(中間連結損益計算書関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料手当 202,599千円

退職給付費用 4,891

支払手数料 96,003

減価償却費 35,178

のれん償却費 38,683

 

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料手当 206,548千円

退職給付費用 8,425

支払手数料 104,662

減価償却費 51,527

貸倒引当金 

繰入額
6,849

※１ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額は次のと

おりであります。

給料手当 446,315千円

退職給付費用 9,957

支払手数料 187,147

広告宣伝費 120,784

減価償却費 81,112

貸倒引当金 
繰入額

17,580

のれん償却費 77,366

 

※２ 固定資産除却損の内訳

工具器具備品 35千円
 

※２ 固定資産除却損の内訳

工具器具備品 132千円
 

※２ 固定資産除却損の内訳

工具器具備品 5,712千円

――― ―――

 

※３ 減損損失 

当連結会計年度において、当

社グループは以下の資産グル

ープについて減損損失を計上

しております。

場所 用途 種類 減損損失額

―
創造エンジ

ニアリング 

事業資産

ソフトウェア 220,000千円

のれん 80,399

合計 300,399

当社グループは、事業の種類別セグ
メントの区分に基づいてグルーピン
グを行っております。 
営業損益が継続してマイナスであ
り、当該資産グループの固定資産簿
価を全額回収できる可能性が低いと
判断した資産グループについて、帳
簿価額を回収可能価額まで減額して
おります。 
当該資産グループの回収可能価額は
使用価値により測定しており、将来
キャッシュ・フロー見積額を10％で
割り引いております。



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

前中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 
  

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  

２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 
  

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
  
２ 自己株式に関する事項 

   
  
３ 新株予約権等に関する事項 

 該当事項はありません。 
  
４ 配当に関する事項 

 該当事項はありません。 

  

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 138,300 ― ― 138,300

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 620 ― ― 620

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 138,300 ― ― 138,300

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当中間連結会計期間末

普通株式(株) 620 ― ― 620

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 138,300 ― ― 138,300

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 620 ― ― 620



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,715,256千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△82,322

有価証券勘定 
(MMF)

18,212

現金及び 
現金同等物

1,651,147

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,210,562千円

預入期間が３ヶ月
を超える定期預金

△82,401

有価証券勘定
(MMF)

20,498

現金及び 
現金同等物

1,148,659

現金及び現金同等物の期末残高と連

結貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係

現金及び預金勘定 1,193,079千円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金

△82,322

有価証券勘定
(MMF)

19,314

現金及び
現金同等物

1,130,071

前中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有者が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 当社グループのリース取引は全

て、企業の事業内容に照らして重

要性の乏しいリース取引でリース

契約１件当たりリース料総額が

300万円未満であるため、注記す

べき事項はありません。

――― リース物件の所有者が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 当社グループのリース取引は全

て、企業の事業内容に照らして重

要性の乏しいリース取引でリース

契約１件当たりリース料総額が

300万円未満であるため、注記す

べき事項はありません。

――― オペレーティングリース取引 

（借主側）

 未経過リース料

一年以内 94,800千円

一年超 31,350

合計 126,150

―――



(有価証券関係) 

  

  前中間連結会計期間末（平成18年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：千円) 

 
   

  当中間連結会計期間末（平成19年９月30日） 

  

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：千円) 

 
  

区 分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

その他有価証券

 その他 5,350 5,455 104

 計 5,350 5,455 104

区 分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 ＭＭＦ 18,212

 非上場株式 368

 非上場債券 50,000

区 分 取得原価 中間連結貸借対照表計上額 差額

その他有価証券

 その他 5,722 6,870 1,147

 計 5,722 6,870 1,147

区 分 中間連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 ＭＭＦ 20,498

 非上場株式 368



  前連結会計年度末（平成19年３月31日） 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

(単位：千円) 

 
  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

(単位：千円) 

 
  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成18年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、記載しておりません。 

  

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、記載しておりません。 

  

前連結会計年度末(平成19年３月31日) 

当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、記載しておりません。 

  

区 分 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額

その他有価証券

 その他 5,530 6,204 674

 計 5,530 6,204 674

区分 連結貸借対照表計上額

その他有価証券

 ＭＭＦ 19,314

 非上場株式 368

 非上場債券 50,000



(ストック・オプション等関係) 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

ストック・オプションの内容 
  

 
  

 
  

 
  

  

  

  

決議年月日 平成14年６月25日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社監査役 ３ 
当社従業員 60

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 250

付与日 平成15年５月16日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間 平成16年７月１日～平成19年６月30日

決議年月日 平成16年６月24日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社監査役 ２ 
当社従業員 70

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,275

付与日 平成16年8月10日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間 平成18年７月１日～平成21年６月30日

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社取締役 ３
当社監査役 ３ 
当社従業員 72

株式の種類及び付与数(株) 普通株式 1,295

付与日 平成17年11月16日

権利確定条件  権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間  対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間 平成19年７月１日～平成22年６月30日



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

   2. 各区分に属する主要な製品 

(1)  検査機システム事業……………………画像処理外観検査装置、ライン観察・監視・管理システム 

(2)  創造エンジニアリング事業……………2D/3D対応CAD/CAM、3D計測モデラー、高速3D出力システム 

(3)  メディアネット事業……………………遠隔監視・映像配信システム、映像ネットワーク配信システム 

   3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は148,288千円であり、その主なものは、

親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

   2. 各区分に属する主要な製品 

(1)  検査機システム事業……………………画像処理外観検査装置、ライン観察・監視・管理システム 

(2)  創造エンジニアリング事業……………2D/3D対応CAD/CAM、3D計測モデラー、高速3D出力システム 

(3)  メディアネット事業……………………遠隔監視・映像配信システム、映像ネットワーク配信システム 

   3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は113,404千円であり、その主なものは、

親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

検査機
システム 
事業

創造エンジ
ニアリング 

事業

メディア
ネット 
事業

計
消去

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

1,867,209 254,247 167,792 2,289,249 ― 2,289,249

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 1,867,209 254,247 167,792 2,289,249 ― 2,289,249

営業費用 1,592,997 502,094 249,633 2,344,725 148,288 2,493,014

営業利益 
又は営業損失(△)

274,212 △247,847 △81,841 △55,476 (148,288) △203,764

検査機
システム 
事業

創造エンジ
ニアリング 

事業

メディア
ネット 
事業

計
消去

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

2,402,957 231,025 70,649 2,704,632 ― 2,704,632

(2) セグメント間の内部
  売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 2,402,957 231,025 70,649 2,704,632 ― 2,704,632

営業費用 1,804,463 312,400 213,970 2,330,834 113,404 2,444,238

営業利益 
又は営業損失(△)

598,494 △81,374 △143,321 373,797 (113,404) 260,393



前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 事業区分は、製品の種類別区分によっております。 

   2. 各区分に属する主要な製品 

(1)  検査機システム事業…………………画像処理外観検査装置、ライン観察・監視・管理システム 

(2)  創造エンジニアリング事業…………2D/3D対応CAD/CAM、3D計測モデラー、高速3D出力システム 

(3)  メディアネット事業…………………遠隔監視・映像配信システム、映像ネットワーク配信システム 

   3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用は295,366千円であり、その主なものは、

親会社本社の管理部門に係る費用であります。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

当中間連結会計期間において、本邦の売上高は全セグメントの売上高の合計額に占める割合が

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

当中間連結会計期間において、本邦の売上高は全セグメントの売上高の合計額に占める割合が

90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当連結会計年度において、本邦の売上高は全セグメントの売上高の合計額に占める割合が90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

検査機
システム 
事業

創造エンジ
ニアリング 

事業

メディア
ネット 
事業

計
消去

又は全社
連結

売上高

(1) 外部顧客に
  対する売上高

3,916,876 532,895 294,296 4,744,067 ― 4,744,067

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 3,916,876 532,895 294,296 4,744,067 ― 4,744,067

営業費用 3,366,251 1,027,941 470,633 4,864,826 295,366 5,160,193

営業利益 
又は営業損失(△)

550,624 △495,045 △176,337 △120,759 (295,366) △416,125



【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      アジア……台湾、韓国、中国 

      その他……北米、ヨーロッパ 

   3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      アジア……台湾、韓国、中国 

      その他……北米、ヨーロッパ 

   3. 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

(単位：千円) 

 
(注) 1. 国または地域の区分は、地理的近接度によっております。 

   2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

      アジア……台湾、韓国、中国 

      その他……北米、ヨーロッパ 

   3. 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国または地域における売上高であります。 

  

アジア その他 計

海外売上高 1,432,196 196,082 1,628,279

連結売上高 ― ― 2,289,249

連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％)

62.6 8.6 71.1

アジア その他 計

海外売上高 1,968,651 180,323 2,148,974

連結売上高 ― ― 2,704,632

連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％)

72.8 6.7 79.5

アジア その他 計

海外売上高 2,452,059 375,983 2,828,043

連結売上高 ― ― 4,744,067

連結売上高に占める海外 
売上高の割合(％)

51.7 7.9 59.6



(企業結合等関係) 

当中間連結会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。  

  

前連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

 
  

(注) １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 16,235円75銭 13,772円25銭 11,892円71銭

１株当たり中間純利益又は 

中間（当期）純損失（△）
△2,435円11銭 1,809円02銭 △6,800円81銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益については、1株当たり中間

純損失が計上されているため、記

載しておりません。 

 

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益については、潜在株式が存在

しますが、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益については、1株当たり当期

純損失が計上されているため、記

載しておりません。

項目
前中間連結会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間連結損益計算書(連結損益計算書)上
の中間純利益又は中間（当期）純損失
（△）(千円)

△335,266 249,065 △936,334

普通株式に係る中間純利益又は中間（当
期）純損失（△）(千円)

△335,266 249,065 △936,334

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数（株） 137,680 137,680 137,680

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後1株当たり中間(当期)純利益の算定に
含まれなかった潜在株式の概要

 

 

平成14年6月25日決議に
基づく新株予約権方式に 
よるストックオプション
新株予約権 222個
(普通株式 222株)

平成16年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に 
よるストックオプション
新株予約権 1,145個
(普通株式 1,145株)

平成17年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に 
よるストックオプション
新株予約権 1,190個
(普通株式 1,190株)

 

 

―

平成16年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に 
よるストックオプション
新株予約権 1,140個
(普通株式 1,140株)

平成17年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に 
よるストックオプション
新株予約権 1,185個
(普通株式 1,185株)

 

 

平成14年6月25日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 221個
(普通株式 221株)

平成16年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,140個
(普通株式 1,140株)

平成17年6月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,185個
(普通株式 1,185株)



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 1,684,241 1,188,768 1,135,664

 ２ 受取手形 ※2 20,913 6,072 247,077

 ３ 売掛金 1,731,449 1,416,202 1,699,937

 ４ たな卸資産 1,290,649 962,646 1,279,773

 ５ 繰延税金資産 18,168 ― ―

 ６ その他 ※1 259,618 132,072 89,992

   貸倒引当金 △104,795 △56,451 △69,608

   流動資産合計 4,900,244 64.1 3,649,311 60.0 4,382,836 64.3

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 978,721 978,721 978,721

    減価償却累計額 296,961 336,878 318,253

681,760 641,842 660,467

  (2) 工具器具備品 807,908 940,782 939,844

    減価償却累計額 518,815 625,642 565,362

289,093 315,139 374,482

  (3) 土地 1,117,578 1,117,578 1,117,578

  (4) その他 103,071 102,968 102,968

    減価償却累計額 74,049 79,837 77,207

29,021 23,130 25,761

    有形固定資産合計 2,117,453 27.7 2,097,691 34.5 2,178,289 32.0

 ２ 無形固定資産 409,394 5.4 247,159 4.0 109,085 1.6

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 132,573 58,873 108,873

  (2) 関係会社 
    長期貸付金

― 542,521 555,023

  (3) その他 351,404 32,633 34,964

    貸倒引当金 △267,217 △542,521 △557,291

    投資その他の資産 
    合計

216,760 2.8 91,506 1.5 141,569 2.1

   固定資産合計 2,743,608 35.9 2,436,356 40.0 2,428,944 35.7

   資産合計 7,643,852 100.0 6,085,667 100.0 6,811,780 100.0



前中間会計期間末

(平成18年９月30日)

当中間会計期間末

(平成19年９月30日)

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 支払手形 ※2 840,474 557,548 963,022

 ２ 買掛金 215,403 97,636 389,687

 ３ 短期借入金 2,600,000 2,200,000 2,100,000

 ４ 一年以内返済予定 
   長期借入金

846,000 687,000 994,000

 ５ 未払法人税等 10,089 10,905 12,137

 ６ その他 ※1,2 158,010 145,538 203,293

   流動負債合計 4,669,979 61.1 3,698,628 60.8 4,662,141 68.4

Ⅱ 固定負債

 １ 長期借入金 471,000 284,000 370,000

 ２ 退職給付引当金 35,679 53,137 39,581

 ３ その他 5,483 5,483 5,483

   固定負債合計 512,163 6.7 342,621 5.6 415,064 6.1

   負債合計 5,182,142 67.8 4,041,250 66.4 5,077,206 74.5

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 1,951,750 25.5 1,951,750 32.1 1,951,750 28.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 743,750 ― 743,750

    資本剰余金合計 743,750 9.7 ― ― 743,750 10.9

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 20,496 ― 20,496

  (2) その他利益剰余金

    繰越利益剰余金 △172,627 174,325 △899,763

    利益剰余金合計 △152,131 △2.0 174,325 2.8 △879,267 △12.9

 ４ 自己株式 △81,658 △1.0 △81,658 △1.3 △81,658 △1.2

   株主資本合計 2,461,710 32.2 2,044,417 33.6 1,734,574 25.5

   純資産合計 2,461,710 32.2 2,044,417 33.6 1,734,574 25.5

   負債純資産合計 7,643,852 100.0 6,085,667 100.0 6,811,780 100.0



② 【中間損益計算書】 

  

 
  

前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間

(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 2,139,424 100.0 2,554,649 100.0 4,450,380 100.0

Ⅱ 売上原価 1,688,460 78.9 1,722,333 67.4 3,529,768 79.3

   売上総利益 450,964 21.1 832,315 32.6 920,612 20.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 572,735 26.8 511,722 20.1 1,148,994 25.8

   営業利益又は 
   営業損失（△）

△121,770 △5.7 320,592 12.5 △228,382 △5.1

Ⅳ 営業外収益 ※１ 20,502 1.0 13,815 0.6 41,240 0.9

Ⅴ 営業外費用 ※２ 16,076 0.8 19,937 0.8 36,102 0.8

   経常利益又は 
   経常損失（△）

△117,345 △5.5 314,471 12.3 △223,244 △5.0

Ⅵ 特別利益 ― ― ― ―
― ―

Ⅶ 特別損失 ※3,5 35 0.0 132 0.0 594,289 13.4

   税引前中間純利益 
   又は税引前中間 
  （当期）純損失（△）

△117,381 △5.5 314,339 12.3 △817,534 △18.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

2,686 4,496 7,439

   法人税等調整額 125,025 127,711 6.0 ― 4,496 0.2 147,255 154,694 3.4

   中間純利益又は 
   中間（当期） 
   純損失（△）

△245,093 △11.5 309,842 12.1 △972,229 △21.8



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 
  

 
  

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 743,750

中間会計期間中の変動額

 中間純損失

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成18年９月30日残高(千円) 1,951,750 743,750 743,750

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 20,496 72,465 92,961 △81,658 2,706,803

中間会計期間中の変動額

 中間純損失 △245,093 △245,093 △245,093

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― △245,093 △245,093 ― △245,093

平成18年９月30日残高(千円) 20,496 △172,627 △152,131 △81,658 2,461,710

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成19年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 743,750

中間会計期間中の変動額

 欠損填補のための準備金の取崩 △743,750 △743,750

 中間純利益

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) ― △743,750 △743,750

平成19年９月30日残高(千円) 1,951,750 ― ―

株主資本

純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他
利益剰余金 利益剰余金合計

繰越利益剰余金

平成19年３月31日残高(千円) 20,496 △899,763 △879,267 △81,658 1,734,574 1,734,574

中間会計期間中の変動額

 欠損填補のための準備金の取崩 △20,496 764,246 743,750 ― ―

 中間純利益 309,842 309,842 309,842 309,842

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額)

中間会計期間中の変動額合計(千円) △20,496 1,074,088 1,053,592 ― 309,842 309,842

平成19年９月30日残高(千円) ― 174,325 174,325 △81,658 2,044,417 2,044,417



前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

 
  

 
  

  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 743,750

事業年度中の変動額

 当期純損失

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― ― ―

平成19年３月31日残高(千円) 1,951,750 743,750 743,750

株主資本

純資産合計

利益剰余金

自己株式
株主資本 
合計利益準備金

その他 

利益剰余金 利益剰余金
合計

繰越利益剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 20,496 72,465 92,961 △81,658 2,706,803 2,706,803

事業年度中の変動額

 当期純損失 △972,229 △972,229 △972,229 △972,229

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計(千円) ― △972,229 △972,229 ― △972,229 △972,229

平成19年３月31日残高(千円) 20,496 △899,763 △879,267 △81,658 1,734,574 1,734,574



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価

方法

(1) 有価証券

  子会社株式

   ……移動平均法による原価

法

(1) 有価証券

  子会社株式

同左

(1) 有価証券

  子会社株式

同左

  その他有価証券

   時価のないもの

    ……移動平均法による原

価法

  その他有価証券

   時価のないもの

同左

  その他有価証券

   時価のないもの

同左

(2) たな卸資産

  製品及び原材料

   ……総平均法による原価法

  仕掛品

   ……個別法による原価法

(2) たな卸資産

  製品及び原材料

同左

  仕掛品

同左

(2) たな卸資産

  製品及び原材料

同左

  仕掛品

同左

２ 固定資産の減価償却の方

法

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額

法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び 
構築物

８～50年

機械装置及び 
工具器具備品

２～14年

 

(1) 有形固定資産

  定率法を採用しております。

  ただし、平成10年４月１日以

降取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額

法を採用しております。

  なお、主な耐用年数は以下の

とおりであります。

建物及び
構築物

８～50年

工具器具備品 ２～14年

      

 

(1) 有形固定資産

      同左

 

 

(2) 無形固定資産

  のれん

   ５年間で均等償却して 

おります。

(2) 無形固定資産

―――

  

(2) 無形固定資産

  のれん

   ５年間で均等償却して 

おります。

  ソフトウェア

   市場販売目的のパッケージ

ソフトウェア制作費につい

ては、見込販売数量に基づ

く償却額と見込販売可能期

間(３年)に基づく定額償却

額のいずれか大きい額によ

り償却しております。

   自社利用ソフトウェアにつ

いては、社内における利用

可能期間(主に５年)に基づ

く定額法により償却してお

ります。

  ソフトウェア

同左

  ソフトウェア

同左



 
  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上す

る方法によっております。

(1) 貸倒引当金

同左

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。

  なお、退職給付債務は簡便法

に基づき計算しております。

(2) 退職給付引当金

同左

(2) 退職給付引当金

  従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当事業年度末において発

生していると認められる額を

計上しております。

  なお、退職給付債務は簡便法

に基づき計算しております。

４ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項

消費税等の会計処理 

 税抜方式を採用しております。

消費税等の会計処理

同左

消費税等の会計処理

同左



会計処理の変更 

  

 
  

  

表示方法の変更 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等） 

当中間会計期間から「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準委員会 平成17年12月９日企業会計基

準第５号)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指針」

(企業会計基準委員会 平成17年12月９日

企業会計基準適用指針第８号)を適用して

おります。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は2,461,710千円であります。 

中間財務諸表等規則の改正により、当中間

会計期間における中間財務諸表は、改正後

の中間財務諸表等規則により作成しており

ます。

――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等） 

当事業年度から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」(企業会計基準

委員会 平成17年12月９日企業会計基準第

５号)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」(企業

会計基準委員会 平成17年12月９日 企業

会計基準適用指針第８号)を適用しており

ます。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

なお従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は1,734,574千円であります。 

財務諸表等規則の改正により、当事業年度

における財務諸表は、改正後の財務諸表等

規則により作成しております。

――― （有形固定資産の減価償却の方法の変更）

法人税法の改正((所得税法等の一部を改正

する法律 平成19年３月30日 法律第６

号)及び法人税法施行令の一部を改正する

政令 平成19年３月30日 政令第83号))に

伴い、当中間会計期間から、平成19年４月

１日以降に取得したものについては、改正

後の法人税法に基づく方法に変更しており

ます。 

当該変更に伴う損益に与える影響は軽微で

あります。

―――

前中間会計期間
(自 平成18年４月 1日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

――― （中間貸借対照表） 

前中間会計期間末において投資その他の資産の「その

他」に含めて表示しておりました「関係会社長期貸付

金」（前中間会計期間末314,373千円）については、資

産の総額の100分の５を超えたため、当中間会計期間末

より区分掲記しております。



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

 
  

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日)

当中間会計期間末
(平成19年９月30日)

前事業年度末 
(平成19年３月31日)

※１ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。

※１ 消費税等の取扱い

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動負債

の「その他」に含めて表示し

ております。

―――

 

※２ 中間会計期間末日満期手形の

会計処理については、手形交

換日をもって決済処理してお

ります。 

なお、当中間会計期間末日が

金融機関の休日であったた

め、次の中間会計期間末日満

期手形が、中間会計期間末残

高に含まれております。

 受取手形 896千円

 支払手形 207,045
 

※２   同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 支払手形 323,045千円

 

 

※２ 事業年度末日満期手形の会計

処理については、手形交換日

をもって決済処理しておりま

す。 

なお、当事業年度末日が金融

機関の休日であったため、次

の事業年度末日満期手形が事

業年度末残高に含まれており

ます。

 受取手形 11,190千円

 支払手形 290,028

 設備支払手形 882

設備支払手形は、流動負債の

「その他」に含めて表示して

おります。



(中間損益計算書関係) 

  

 
  

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 11,682千円

受取賃借料 5,194

為替差益 1,538

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 268千円

受取賃借料 5,158

※１ 営業外収益のうち主なもの

受取利息 23,241千円

受取賃借料 10,512

為替差益 2,178

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 16,076千円

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 18,292千円

為替差損 1,644

※２ 営業外費用のうち主なもの

支払利息 36,102千円

 

※３ 特別損失のうち主なもの

備品廃棄損 35千円

 

※３ 特別損失のうち主なもの

備品廃棄損 132千円

※３ 特別損失のうち主なもの

減損損失 291,300千円

関係会社
貸倒引当金 
繰入額

231,842

 

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 74,458千円

無形固定資産 180,268

―――

 

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 84,127千円

無形固定資産 8,665

―――

 

 

 ４ 減価償却実施額

有形固定資産 161,897千円

無形固定資産 334,577

※５ 減損損失
当事業年度において、当社は
以下の資産グループについて
減損損失を計上しておりま
す。

場所 用途 種類 減損損失額

―
創造エンジ

ニアリング 

事業資産

ソフトウェア 220,000千円

のれん 71,300

合計 291,300

当社は、管理会計上の区分に基づい
てグルーピングを行っております。 
営業損益が継続してマイナスであ
り、当該資産グループの固定資産簿
価を全額回収できる可能性が低いと
判断した資産グループについて、帳
簿価額を回収可能価額まで減額して
おります。 
当該資産グループの回収可能価額は
使用価値により測定しており、将来
キャッシュ・フロー見積額を10%で
割り引いております。



(中間株主資本等変動計算書関係) 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

   
  

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１ 自己株式に関する事項 

 
  

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

 自己株式に関する事項 

 
  

(リース取引関係) 

  

 
  

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 620 ― ― 620

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 620 ― ― 620

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式（株） 620 ― ― 620

前中間会計期間
(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

リース物件の所有者が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 当社のリース取引は全て、企業の

事業内容に照らして重要性の乏し

いリース取引でリース契約１件当

たりリース料総額が300万円未満

であるため、注記すべき事項はあ

りません。

――― リース物件の所有者が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引

 当社のリース取引は全て、企業の

事業内容に照らして重要性の乏し

いリース取引でリース契約１件当

たりリース料総額が300万円未満

であるため、注記すべき事項はあ

りません。

―――

 

オペレーティングリース取引

（借主側）
 未経過リース料

一年以内 94,800千円

一年超 31,350

合計 126,150

―――



次へ 

(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成19年３月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(企業結合等関係) 

当中間会計期間(自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日) 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

該当事項はありません。 



(１株当たり情報) 

  

 
(注) １株当たり中間純利益又は中間（当期）純損失の算定上の基礎 

 
  

(重要な後発事象) 

     該当事項はありません。 

  

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 17,879円94銭 14,849円05銭 12,598円60銭

１株当たり中間純利益又は中

間（当期）純損失（△）
△1,780円17銭 2,250円46銭 △7,061円51銭

潜在株式調整後 

１株当たり中間(当期)純利益

潜在株式調整後1株当たり中間純

利益については、１株当たり中間

純損失が計上されているため、記

載しておりません。 

 

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益については、潜在株式が存在

しますが、希薄化効果を有しない

ため記載しておりません。

潜在株式調整後1株当たり当期純

利益については、１株当たり当期

純損失が計上されているため、記

載しておりません。

項目
前中間会計期間

(自 平成18年４月１日
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成19年４月１日
至 平成19年９月30日)

前事業年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

中間損益計算書(損益計算書)上の中間純
利益又は中間（当期）純損失（△）(千
円)

△245,093 309,842 △972,229

普通株式に係る中間純利益又は中間（当
期）純損失（△）(千円)

△245,093 309,842 △972,229

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 137,680 137,680 137,680

希薄化効果を有しないため、潜在株式調
整後１株当たり中間(当期)純利益の算定
に含まれなかった潜在株式の概要

 

 

平成14年６月25日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 222個
(普通株式 222株)

平成16年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,145個
(普通株式 1,145株)

平成17年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,190個
(普通株式 1,190株)

 

 

―

平成16年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,140個
(普通株式 1,140株)

平成17年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,185個
(普通株式 1,185株)

 

 

平成14年６月25日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 221個
(普通株式 221株)

平成16年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,140個
(普通株式 1,140株)

平成17年６月24日決議に
基づく新株予約権方式に
よるストックオプション
新株予約権 1,185個
(普通株式 1,185株)



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 
  

  

有価証券報告書 
及びその添付書類

事業年度 
(第22期)

自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日

平成19年６月25日 
近畿財務局長に提出。



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月19日

クボテック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているクボテック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期

間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照

表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について

中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から

中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、クボテック株式会社及び連結子会社の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  本  髙  郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  陽  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月19日

クボテック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているクボテック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間

連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結

貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書

について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損な

うような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続

等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査

の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸

表の作成基準に準拠して、クボテック株式会社及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同

日をもって終了する中間連結会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  本  髙  郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  山    田       晃   ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  陽  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成18年12月19日

クボテック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ているクボテック株式会社の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第22期事業年度の中間会計期間

(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益

計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、クボテック株式会社の平成18年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  本  髙  郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  陽  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成19年12月19日

クボテック株式会社 

取締役会 御中 

 

 

 

 

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」

に掲げられているクボテック株式会社の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第23期事業年度の中

間会計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査

法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような

重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心

とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成

基準に準拠して、クボテック株式会社の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会

計期間(平成19年４月１日から平成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと

認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上 

  

 

新 日 本 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  岡  本  髙  郎  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   山     田      晃     ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  佐  藤  陽  子  ㊞

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会

社)が別途保管しております。
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